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区政報告
ニュース

緊
急
事
態
宣
言
後
も
感
染
拡
大
が

止
ま
り
ま
せ
ん
。
国
、
都
、
区
な
ど

の
使
え
る
支
援
制
度
を
使
っ
て
コ
ロ

ナ
危
機
か
ら
命
、
暮
ら
し
、
営
業
守

る
取
り
組
み
が
重
要
に
な
っ
て
い
ま

す
。
一
定
の
制
度
改
善
が
あ
っ
た
も

の
を
ご
紹
介
し
ま
す
。

▼
持
続
化
給
付
金
・
家
賃
助

成
給
付
金
の
申
請
期
限
が
２

月
15
日
に
延
長

国
は
1
月
15
日
で
申
請
受
付
を
打

ち
切
る
予
定
（
特
段
の
事
情
が
あ
る

場
合
は
31
日
）
で
し
た
が
、
２
月
15

日
ま
で
書
類
の
提
出
を

認
め
る
こ
と
に
な
り
ま

し
た
。
た
だ
し
今
月
中

に
延
長
の
申
し
込
み
が

必
要
で
す
。

２
回
目
の
緊
急
事
態
宣
言
に
伴
う

営
業
自
粛
・
時
短
要
請
が
出
さ
れ
た

も
と
で
の
打
ち
切
り
は
道
理
が
な
い

と
、
関
係
者
が
抗
議
の
声
を
あ
げ
て

い
ま
し
た
。
日
本
共
産
党
は
、
支
援

の
継
続
を
求
め
て
い
ま
し
た
。

※
中
小
企
業
相
談
窓
口
ま
で

区
役
所
６
階

産
業
経
済
部
ま
で

▼
社
会
福
祉
協
議
会
の
貸
付

も
３
月
末
ま
で
延
長

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の

影
響
に
よ
る
休
業
や
失
業
で
、
生
活

資
金
に
お
困
り
の
方
に
向
け
た
特
例

貸
付
受
付
期
間
が
３
月
末
ま
で
延
長

さ
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
据
置
期
間

（
返
済
猶
予
）
を
２
０
２
２
年
３
月

末
ま
で
延
長
し
ま
す
。
償
還
時
に
、

所
得
の
減
少
が
続
く
住
民
税
非
課
税

世
帯
の
償
還
は
免
除
さ
れ
ま
す
。

☆荒川区政の各種情報・

話題など…横山幸次区議

のホームページをご覧く

ださい。

２月 1日(月)
横山事務所18時～20時

※お困りごとなど電話、
ファックス、メールなど
でお気軽にご相談下さい。

コ
ロ
ナ
禍
で
師
走
か
ら
正
月
と
慌
た

だ
し
く
時
間
が
過
ぎ
て
い
き
ま
し
た
。

み
な
さ
ま
は
、
ど
う
お
過
ご
し
で
し
た

か
。
そ
う
は
言
っ
て
も
コ
ロ
ナ
危
機
で

暮
ら
し
も
制
約
さ
れ
、
商
店
街
な
ど
は

売
上
減
少
で
大
き
な
痛
手
を
受
け
て
い

ま
す
。
そ
の
上
、
緊
急
事
態
宣
言
が
発

令
さ
れ
、
飲
食
店
が
営
業
時
間
短
縮
要

請
で
酒
類
提
供
19
時
ま
で
、
20
時
閉
店

で
の
営
業
を
求
め
ら
れ
、
多
く
の
飲
食

業
者
が
要
請
を
受
け
入
れ
ま
し
た
。
同

時
に
、
飲
食
店
に
繋
が
る
納
入
業
者
、

生
産
地
な
ど
も
大
打
撃
で
す
。
ま
さ
に

地
域
経
済
緊
急
事
態
と
も
い
え
る
状
況

で
す
。
本
格
的
な
支
援
を
求
め
た
い
と

思
い
ま
す
。
一
方
商
店
街
の
フ
ラ
ッ
グ

に
は
、
売
出
し
な
ど
で
な
く
、
「
Ｎ
Ｏ

３
密
、
新
し
い
日
常
を
…
」
な
ど
の
フ

ラ
ッ
グ
と
古
い
２
０
２
０
オ
リ
ン
ピ
ッ

ク
フ
ラ
ッ
グ
だ
け
で
す
。
元
気
に
、
商

売
繁
盛
と
い
っ
た
状
況
を
作
り
出
す
た

め
に
も
、
Ｐ
Ｃ
Ｒ
検
査
と
保
護
、
そ
し

て
十
分
な
補
償
が
必
要
で
す
。
文
字
通

り
、
政
治
の
責
任
が
大
き
く
問
わ
れ
て

い
ま
す
。

横
山
幸
次

弁護士と横山区議が相談をお受けし

ます。お急ぎの場合は、北千住法律事

務所の相談日などご紹介します。

生活相談は、随時受付ています。

TEL&FAX ３８９５－０５０４
不在時は、留守電へ、後で連絡します。

区役所控室 ３８０２－４６２７

◎扶養義務者の扶養は保護に優先しますが、例え

ば、同居していない親族に相談してからでないと

申請できない、ということはありません。

◎住むところがない人でも申請できます。

・まずは現在いる場所のお近くの福祉事務所へご

相談ください。例えば、施設に入ることに同意す

ることが申請の条件ということはありません。

◎持ち家がある人でも申請できます。

・利用しうる資産を活用することは保護の要件で

すが、居住用の持ち家については、保有が認めら

れる場合があります。まずはご相談ください。

◎必要な書類が揃っていなくても申請は出来ます。

福祉事務所とご相談ください。（厚労省ＨＰより）

☆
失
業
さ
れ
た
方
（
総
合
支
援
資
金
）

・
対
象
者

コ
ロ
ナ
の
影
響
を
受
け
、
収

入
減
少
や
失
業
等
に
よ
り
日
常
生
活
の
維

持
が
困
難
と
な
っ
て
い
る
世
帯

・
貸
付
額

単
身
月
15
万
円
以
内

二
人
以
上
月
20
万
円
以
内

・
貸
付
期
間
：
原
則
３
月
以
内

申
請
の
際
、
自
立
相
談
支
援
機
関
か
ら
支

援
を
受
け
る
こ
と
に
同
意
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。
貸
付
期
間
延
長
の
場
合
が
あ
り
ま
す
。

・
償
還
期
限

10
年
以
内

☆
主
に
休
業
さ
れ
た
方

・
対
象
者

コ
ロ
ナ
の
影
響
に
よ
っ
て
休

業
等
で
収
入
の
減
少
、
緊
急
か
つ
一
時
的

な
生
計
維
持
の
貸
付
を
必
要
と
す
る
世
帯

・
貸
付
額

10
万
円
以
内
（
特
別
な
場
合

20
万
円
）
・
償
還
期
限

２
年
以
内

※
い
ず
れ
も
据
置
期
間
１
年
以
内
、
無
利

子
・
保
証
人
不
要

荒
川
区
社
会
福
祉
協
議
会

電
話

０
３
‐
３
８
０
２
‐
２
７
９
４



入院 57
宿泊療養 16
自宅療養 75
入院療養調整中 67

区内感染者の状況

区
内
の
コ
ロ
ナ
感
染
者
数
は
、
１

月
17
日
現
在
で
、
累
計
１
３
５
５
名
、

そ
の
内
、
１
月
に
入
っ
て
半
月
あ
ま

り
で
総
数
の
３
割
以
上
・
４
３
９
名

が
新
規
感
染
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、

区
内
の
コ
ロ
ナ
感
染
死
亡
者
数
は
、

こ
れ
ま
で
７
名
で
し
た
が
、
区
内
の

感
染
者
数
が
増
え
た
12
月
中
旬
か
ら

1
月
13
日
の
1
か
月
間
で
６
名
の
方

が
亡
く
な
ら
れ
、
急
速
な
感
染
拡
大

と
重
症
化
が
進
ん
で
い
ま
す
。

や
は
り
、
Ｐ
Ｃ
Ｒ
検
査
の
拡
大
と

医
療
支
援
、
保
健
所
の
体
制
強
化
に

よ
っ
て
抑
え
込
む
こ
と
が
が
ど
う
し

て
も
必
要
で
す
。

自
宅
療
養
者
が
増
加
…
支
援

が
大
き
な
課
題
で
す
…

区
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
は
感
染
者

数
・
入
院
・
宿
泊
療
養
等
し
か
さ
れ

て
い
ま
せ
ん
。

東
京
都
で
は
下
図
の
よ
う
に
、
入

院
は
症
状
別
、
宿
泊
療
養
、
自
宅
療

養
の
数
も
別
に
記
載
、
入
院
調
整
中
、

死
亡
、
退
院
と
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
間
、
自
宅
療
養
中
に
容
態
が

急
変
し
て
亡
く
な
ら
れ
る
事
例
が
全

国
で
大
き
な
問
題
に
な
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
一
人
暮
ら
し
で
自
宅
療
養
に

な
っ
た
方
へ
の
生
活
支
援
や
医
療
的

ケ
ア
の
不
足
も
大
き
な
問
題
で
す
。

区
内
の
直
近
1
カ
月
の
状
況
（
1

月
13
日
現
在
）
は
左
表
の
と
お
り
と

な
っ
て
い
ま
す
。
荒
川
区
で
も
自
宅

療
養
・
入
院
調
整
中
が
増
え
て
い
ま

す
。
必
要
な
支
援
の
強
化
と
対
策
が

緊
急
に
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

み
な
さ
ん
の
ご
意
見
を
お
寄
せ
く

だ
さ
い
。

東
京
商
工
リ
サ
ー
チ
の
調
査

２
０
２
０
年
「
老
人
福
祉
・
介

護
事
業
」
（
昨
年
12
月
２
日
時

点
）
で
は
、
倒
産
件
数
が
１
１

２
件
に
達
し
、
17
年
と

19
年
の
年
間
１
１
１
件

を
上
回
り
、
介
護
保
険

法
の
施
行
以
降
、
最
多

を
更
新
し
た
こ
と
が
明

ら
か
に
な
り
ま
し
た
。

「
休
廃
業
・
解
散
」
も

過
去
最
多
の
見
通
し
、

倒
産
と
合
わ
せ
て
初
め

て
６
０
０
件
を
超
え
る

可
能
性
が
高
ま
っ
た
と

し
て
い
ま
す
。

コ
ロ
ナ
の
第
３
波
の

中
、
「
追
加
支
援
や
２

０
２
１
年
度
の
介
護
報

酬
の
改
定
状
況
に
よ
っ
て
は
、

倒
産
や
休
廃
業
・
解
散
が
さ
ら

に
加
速
す
る
可
能
性
も
出
て
き

た
」
と
し
て
い
ま
す
。

１月13日、東京地方裁判所は、

荒川区議会自民党区議会議員団

が３年前、新潟県のホテルで行っ

た研修に政務活動費を支出した

のは違法だとして、議員団に32

万円余りを返還させるよう区に

命じる判決を言い渡しました。

今回の東京地裁判決は「研修に越後湯沢周辺の講師が参加する予

定もなく、研修の内容も区職員からの説明や意見交換で、荒川区内

の会議室などで行えるものだった。越後湯沢で宿泊を伴って行う必

要性に欠ける」として使途に合理性がないとの判断を示しました。

区は上告しない方向であり、この判決が確定することになります。

今回の判決について日本共産党荒川区議会議員団は、条例が定め

る研究研修費の内容に照らしても妥当な判決と考えます。

日本共産党区議団は、会派の議員だけで行う学習や会議について

区内、区外開催を問わず、政務活動費からいっさい支出していませ

ん。

今回の判決も受けて、改めて荒川区議会の政務活動費について収

支決算書・領収証のホームページでの公開を始めより厳密な規定を

設け、かつ区民のみなさんに理解されるものに改善するために力を

尽くします。

なお、新潟県越後湯沢のホテルでの一会派の研修会に、区の幹部

職員42名が旅費、宿泊費など自己負担で参加していたことに強い違

和感を覚えます。各議員、各会派への公平公正な対応という点でも

大きな問題があると考えます。 各幹部職員の自主判断と言うかも

しれませんが、これだけの規模での幹部職員の参加は、執行機関の

一定の統一的な意思が働いていると思われても仕方ないものです。

日本共産党区議会議員団は、区民の負託を受けた代表としての責

務を果たすため、議会改革をさらに推進するために全力で取り組む

決意です。

新型コロナウイルス感染症に感染した場合、重症化しやす

い６５才以上の方で、希望者のＰＣＲ検査を無料で行います。

２月１１日付の区報で公表することになっています。

実施期間は２月２６日(金)から３月２５

日(木)までの予定です。詳細は後日お知ら

せしますのでお待ちください。


